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1.  なぜ脱炭素化か？
　令和2年版「防災白書」の表題は、「激甚化・頻発化する
豪雨災害」であった。2019年10月12日に伊豆半島に上陸し
東日本を縦断した「令和元年東日本台風（台風第19号）」に
よる被害が、約1兆8,800億円と統計開始以来最大の被害額
になったほか、今や良く知られる言葉となった「線状降水
帯」が九州北部はじめ西日本を中心に多発するなど、気候
災害が日常のニュースになった。そして、令和4年版「防
災白書」の表題は「大規模災害から命を守るために」である。
令和元年東日本台風が上陸する直前の太平洋側の海水温は
27℃近くあり（図1）、時期の遅い台風にも拘わらず勢力を
衰えずに上陸する一因になった。
　また、気象庁によると、日本近海における海面水温は
2021年までの100年間で年平均1.19℃上昇し、世界全体の
上昇率0.56℃の2倍以上であり、日本の気温の上昇率1.28℃

とほぼ同じであった。海水温が高温化すると水蒸気の発生
量が多くなり線状降水帯はじめ大雨被害や、勢力の強い台
風の上陸が起こりやすくなる。
　世界を見ると、2022年6月以降パキスタンで、モンスー
ンによる豪雨と深刻な熱波に続く氷河の融解の影響によっ
て大規模な洪水が発生したことで、国土の3分の1が水没し、
約1700人の方が亡くなり、約1万3千人が負傷し、210万人
以上が家を失うなど壊滅的な被害を受けた。9月28日には、
ハリケーン・イアンが最大規模の勢力でフロリダ州を上陸
し、米国史上10指に入る経済的損害（当時の見積もりで約
700億－1200億ドル（約10兆1300億－17兆3800億円））を被
った。これは一例であり、2022年も世界各地で様々な気候
災害が起きてしまった。
　2018年10月に公表されたIPCC「1.5℃特別報告書」では、
2℃目標でも1.5℃目標に比べて取り返しのつかない深刻な

図1　2019年10月9日の日本近海の海面水温（気象庁より）1）
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気候変動の影響が起こる恐れがあることが指摘され（図2）、
1.5℃実現の温室効果ガス排出量の道筋が示された（図3）。
　世界の平均気温は産業革命以前に比べてすでに約1.1℃
上昇している中、もはや温暖化の影響・被害をゼロにする
ことはすぐにはできず、これ以上の深刻な気候被害を起こ
さないためにどのレベルに留めるのか、という段階にきて
いる。そのため、2021年11月に英国・グラスゴーで開催さ
れた気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）では、
パリ協定では努力目標に過ぎなかった1.5℃が世界の共通
目標になった。

2.  脱炭素化に向けた建築・都市の役割
　日本国内のCO2排出量推移をみると、2013年度以降減少
傾向にあり、部門別割合をみると、家庭部門14.3％、業務
他部門17.4％を合計したいわゆる民生部門が31.7％を占め
る。また運輸部門を合わせるとほぼ半数を占める（図4）。
　世界のエネルギー・排出量データを見ると、Buildingsに
関する割合が、全体のうちエネルギーで35％、CO2排出量
が38%を占めており、Transportを加えると過半を超える5）。
　1.5℃目標を達成するには2050年をめどに世界のCO2排
出量をゼロに、それ以降しばらくマイナスにする必要があ
り（図3）、建築分野からの排出は2050年をまたずにできる

図3　IPCC1.5℃特別報告書による1.5℃上昇を実現する世界全体
のCO2排出量の推移予測3）

図2　世界資源研究所がまとめた IPCC1.5℃特別報告書で示された明確な温度上昇による影響の違い2）



Journal of Life Cycle Assessment, Japan

5Vol.19  No.1  January 2023

図4　日本国内のCO2排出量推移と部門別排出割合（2019年）4）

（国立環境研究所インベントリオフィスのデータを活用し、ロングライフ・ラボ作成）

図5　Stockholm Royal Seaportの概要

だけ早い段階でゼロにし、またエネルギーを生み出し、カ
ーボンをマイナスにするような役割が期待される。その
際、建築では少しのエネルギーで寒くなく、暑くない快適
な、基本的人権が守られる住宅・オフィス空間を提供する
こと、都市では、厳しい立場に置かれている人々でもきち
んと必要なサービスが得られるような都市機能を持たせる
ことも必要である。
　同時に、「激甚化・頻発化する豪雨災害」等の気候災害
に対して、「大規模災害から命を守るために」人々の生活・
社会経済活動を守れる建築・都市基盤を構築・維持してい
くことが重要である。

3.  脱炭素化に向けた建築・都市の展開例と今後
　まず、2022年6月2－3日に開催された「ストックホルム
+50」会議に参加した際に、先端的な地域開発が行われて
いる、“Stockholm Royal Seaport”を訪問する機会があっ
たので紹介したい（図5）。
　ストックホルム市中心部から公共交通で15－20分ほど
の王立国立公園が隣接する港湾地区で、以前は石油やガス
の貯蔵地区だったが、最先端の環境技術を導入し2030年ま
でにゼロカーボンを目指し、すでに若い家族が多く住んで
いた。それよりも先に開発された“Hammarby Sjöstad”
地域の経験を活かして、デザイン性を多少犠牲しても徹底
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的に断熱する、ごみの真空輸送方式を活用したごみ清掃車
が住居部に入らない設計、洪水対策を考慮した緑地や公園
の設計など、できるだけインフラや設備などのハード側で
対応し、住民の行動に過度に期待しない都市開発が行われ
ていた。
　まちをつくる過程では、随時ステークホルダー毎の意
見を聞くプロセスがあり、理想と現実をバランスさせなが
らの開発を続けているとのことであった。またステークホ
ルダーダイアローグの開催支援をする民間組織には政府か
らの支援があり、事務局機能を維持できるような配慮がな
されているとのことだった。これらの取り組みが評価さ
れ、世界的な都市の先進的グループであるC40の表彰（コ
ミュニティ部門）を2015年に受けている。1972年に開催さ
れた「国連人間環境会議」（通称ストックホルム会議）から
50年をかけて、スウェーデンでは民主的なプロセスを踏ん
だまちづくりが行われている様子が垣間見れた。
　次に日本の事例として、「脱炭素先行地域」を紹介する。
2020年10月26日に菅首相（当時）が2050年カーボンニュー
トラル宣言を行い、2020年12月から始まった「国・地方脱
炭素実現会議」において「地域脱炭素ロードマップ」が

2021年6月に取りまとめられた。そこでは、「地域脱炭素」
を、「今ある技術」で取り組めて、「再生可能エネルギーな
どの地域資源を最大限」活用し、「地域課題の解決に貢献」
できるものと定義し、今後5年間に政策を総動員して、
2030年度までに脱炭素を実現する「脱炭素先行地域」を少
なくとも2025年度までに100か所選定することで、モデル
を全国に伝搬し2050年を待たずに脱炭素を実現する脱炭素
ドミノを起こすことを目指している。
　2022年4月に第１回、2022年11月に第２回選定がなされ、
現在46の提案が選定されている（図6）。筆者も評価委員
会の委員（座長代理）としてかかわっているところである。
新築だけでなく、既築の住宅や建築物のZEH・ZEB化を
はじめ（図7）、運輸部門や産業部門のゼロカーボン化など

（図8）、地域の社会経済構造に合わせ、地域課題の解決に
つながる提案が採択されており、より詳細については当該
ホームページ6）をご参照願いたい。
　今年11月にエジプト・シャルムエルシェイクで開催され
たCOP27では、ユース（若者）をはじめ参加者から、気候
正義（Climate Justice）や過去・現在・将来の気候災害が
引き起こす人権問題に対して、厳しい声が寄せられた。よ

図6　「地域脱炭素ロードマップ」の全体像6)
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図8　宇都宮市によるLRTを軸にした脱炭素先行地域の提案6)

図7　京都市におけるZEHレベル化改修を含めた脱炭素先行地域の提案6)
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り経済発展した国に住むものとして、建築・都市分野の取
り組みの具体例を世界に示していくことが重要だと考える。

（2022年12月15日受付）
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